
文部科学省セミナー
大学の有する知の活用
ー知的国際貢献に向けてー

名古屋大学による

組織的国際協力活動の事例

報告者

廣里恭史

名古屋大学大学院国際開発研究科

２００６年１０月１２日



目標設定
～名古屋大学国際化推進プランの構造～

「名古屋大学国際化推進プラン－国際連携によるワールドクラスの研究重点大学
をめざして－」（平成１７年１２月）より。

１．Ｍｉｓｓｏｎ （使命）

２．Ｖｉｓｉｏｎ （ビジョン）

３．Ｇｏａｌｓ （目標）

４．Ｏｂｊｅｃｔｉｖｅｓ （目的）

５.  Actions （行動）



名古屋大学学術憲章

先端的な学術研究と、国内外で指導的役割を果た
しうる人材の養成とを通じて、人類の福祉と文化の
発展ならびに世界の産業に貢献する。

国際的な学術連携および留学生教育を進め、世界
とりわけアジア諸国との交流に貢献する。

組織的な国際化推進プランの策定とその実施

Mission （使命）



Vision （ビジョン）

グローバルネットワークを活用することにより、研究・教育
活動において、世界とりわけアジア諸国との交流に貢献
すること

国際開発協力プロジェクトへの積極的な参画及び独自の

企画を行うこと

研究・教育・国際開発協力の活動において、全学的な企画・

支援体制を確立すること



Goals （目標）

国際学術研究 (Goal 1)
「AC(Academic Consortium)21等のグローバルネットワークを
活用して、国際化時代をリードする研究活動を積極的に展開する」

国際教育交流 (Goal 2)
「AC21等を活用して、国際的な教育プログラム開発及び学生や
教職員の人的交流を促進し、教育の国際化を目指す」

国際開発協力 (Goal 3)
「国際開発協力推進体制を整備し、国際開発協力に関するわが国の
ナショナルセンターとしての機能を強化する」

国際交流マネジメント (Goal 4)
「AC21等の国際連携を活用して、包括的かつ一貫した組織体制を
構築する」



Goal 3: 国際開発協力
Objectives （目標）

Objective 3.1 
国際援助機関等からのプロジェクト受託および資金導入の
支援体制の充実を図る

Objective 3.2 
国際開発協力事業活動を推進する

Objective 3.3
国際開発協力を促進・支援する全学体制を整備する

Objective 3.4
途上国への教育開発・人材開発援助を行う



Objective 3.1: 国際援助機関等からのプロジェクト
受託および資金導入の支援体制の充実を図る

Goal 3: 国際開発協力
Actions （行動）

Action 3.1.1 国際協力プロジェクトの受託を行うための
学内組織の整備に努める。

Action 3.1.2 文部科学省に設置された「国際開発協力

サポートセンター」と連携して、国際協力プロジェクトへの参画
支援を行う。

Action 3.1.3 名古屋大学のホームページ上に「国際開発

協力プロジェクト情報を掲載し、国際援助機関等からの資金
情報を提供する。



文部科学省「大学国際戦略本部強化事業」に採択される
（平成１７年度）

国際交流協力推進本部の中核を担う国際企画室の設置
（平成１７年４月）し、「国際学術研究部門」「国際教育交流部
門」「国際開発協力部門」「国際交流マネジメント部門」を統
括する。「名古屋大学国際化推進プラン」（平成１７年１２月）
の作成。

登録の有効期限： 平成１７年５月より平成２０年３月まで

Action 3.1.1 国際協力プロジェクト受託を行うための学内組織
の整備に努める。

国際交流協力推進本部の設置

国際協力機構（JICA）への法人コンサルタント登録





大学のための国際協力プロジェクト受託の手引き

－受託促進に向けての参考資料として－

（平成１７年３月、文部科学省「国際開発協力サポー
ト・センター」プロジェクト、協力：名古屋大学財務部、
研究協力・国際部）

Action 3.1.2 文部科学省に設置された「国際開発協力サポー

トセンター」と連携して、国際協力プロジェクトへの参画支援を行う。

ガイドラインの作成への協力



Objective 3.2: 国際開発協力事業活動を推進する

Goal 3: 国際開発協力
Actions （行動）

Action 3.2.1 国内外の国際開発協力諸機関との連携を強め、各種事業の
受託や共同研究に積極的に取り組む。

Action 3.2.2 関連領域の国内研究者データベースの構築や、わが国の
国際開発協力への貢献に関する成果指標の構築等を通して、国際開発協力に
関するナショナルセンターとしての機能強化を図る。

Action 3.2.3 政府・国際機関・民間財団等による国際開発協力プロジェクト
の評価活動に協力して、立案・実施・評価のマネジメントを行う。

Action 3.2.4 国際開発協力に関するコンサルティング・グループ、アジア
農村開発センター、ヤング・リーダーズ・プログラム、国際理解教育プログラム
の活動へのポストドクトラル・フェロー、優秀な若手研究者、帰国研究者の参加
を促進する。



農学国際教育協力研究センター（平成１１年４月設立）

Action 3.2.1 国内外の国際開発協力諸機関との連携を強め、
各種事業の受託や共同研究に積極的に取り組む。



日米各１０大学（帯畜大、東大、農工大、東農大、名大、京大、鳥取大、広大、

九大、国連大、UIUC, ISU, UCD, WSU, SIU, PSU, UG, TU, PU）、外務省、文科
省、JICA、JBIC、JIRCAS等の協力
セッション７つ：①農学協力に対する取り組みの概観、②研究・技術成果
の普及と活用、③農学協力の成果の普及・起業化に関する討議、④研究・
教育を通した人材育成、⑤大学協力プロジェクトへの資金－援助機関との
関係、⑥日米大学間連携コンセプト討議、⑦災害(戦後)復興支援
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ウズベキスタン

法政国際教育協力研究センター（平成１４年４月設立）



法政国際教育協力研究センター

アジア諸国や中東地域における民法や商法などの法整備支
援を本格化する（政府方針）。

国際協力機構（JICA）から受託する（平成１８年９月）
→JICAからの受託事業としては、名古屋大学の独法化後
初めて。

ウズベキスタンの企業活動発展のための民事法令及び行
政法令の改善プロジェクト全体の技術協力計画を把握し、プ
ロジェクトが円滑かつ効果的に実施されるための国内支援
業務を行う。

ウズベキスタン
「企業活動発展のための民事法令及び行政法令の改善プロジェクト」



法政国際教育協力研究センター
「世界を対象としたニーズ対応型地域研究推進事業」として
採択される（2006年-2009年）。目的：日本の法整備支援
戦略の明確化

法整備支援の中核であり長期的法曹人材養成の柱として日
本法教育研究センターの開設可能性の研究（ベトナム、カン
ボジア等で開設を検討）し、センターの設置・運営に応えるカ
リキュラム・テキストなど教材開発研究を行う。

東南アジア諸国法令データベース構築研究、および法整備
支援の推進と情報発信型の日本法構築を構想する際の日
本法令の外国語訳（特に英語訳）を整備する。

Action 3.2.2 国内研究者データベースの構築や、国際開発協力
への貢献に関する成果指標の構築等を通して、国際開発協力に関
するナショナルセンターとしての機能強化を図る。

「東南アジア諸国-ベトナム、カンボジア、インドネシア等-
に対する法整備支援戦略研究」



東南アジア諸国―ベトナム、カンボジア、インドネシア等―に対する
法整備支援戦略研究

研究目的

日本の法整備支援戦略の明確化

社会的ニーズ①

日本政府レベルでのアジア諸
国への法整備支援の本格化

社会的ニーズ②

東南アジア支援対象国からの
法整備支援要請

法整備支援研究チーム

名古屋大学

法整備支援実務チーム
法務省法務総合研究所

最高裁判所、日本弁護士連合会
日本司法書士会連合会

支援対象国司法機関、高等教育機関

ベトナム：ハノイ法科大学、ラオス：ラオス国立大学法学部、カンボジア：王立法経大学
インドネシア：インドネシア大学法学部、マレーシア：マラヤ大学法学部、及び各国司法省など

連携・情報交換

支援対象国の法の全体構造、法の歴史研究、法令データベースの構築
日本法教育研究センターの開発研究 情報発信型の日本法への転換 日本法令外国語訳整備

法整備支援戦略の明確化による、日本と東南アジア地域の友好関係の長期に亘る安定的発展への貢献
法令データベースを企業、NGOに提供 日本法情報を支援対象国に提供



国際開発研究科（及び教育発達科学研究科）

活動テーマ：発展途上国の基礎教育開発における国際協力

融合モデルの構築：「万人のための教育』目標達成へ向けた
能力開発（平成１８年度）

基礎教育開発における日本と途上国の知見・経験の整理と
集約、及びEFA戦略の見直しにそったプログラム化

基礎教育開発における「セクター・プログラム支援」の構想

→ 新生JICAへの提言

文部科学省「拠点システム構築事業」
国際教育協力イニシアティブ



国際開発研究科

（財）ユネスコ・アジア文化センターによる「ユネスコ青年交流
信託基金事業」（２００４年）で、「Nagoya-Takeo-
Initiative for Rural Literary Promotion」事業

（２００２年）を継承する。

カンボジアの農村地域社会における学校外教育としての「コ
ミュニティー学習センター」の役割・効果を共同評価（王立プ
ノンペン大学）。

Action 3.2.3 政府・国際機関・民間財団等による国際開発協力
プロジェクトの評価活動に協力して、立案・実施・評価のマネジメント
を行う。

「コミュニティー学習センターの評価」



国際開発研究科

国際理解教育プログラム（Education for International 
Understanding: EIUP）は、院生を主体とした非営利団体。

「国際理解教育デリバリー」活動を実施＝小中高の生徒が留学
生や海外で活躍する日本人と交流する（平成１２年より）。

将来の国際開発協力人材の育成の一端を担う「開発教育」とし
ての位置づけ。

Action 3.2.4 国際開発協力に関する…活動へのポストドクト

ラル・フェロー、優秀な若手研究者、帰国研究者の参加を促進する。

「国際理解教育プログラム」



Objective 3.3: 国際開発協力を促進・支援する

全学的体制を整備する

Goal 3: 国際開発協力
Actions （行動）

Action 3.3.1 国際協力銀行との海外援助協力事業、ヤング・リーダーズ・
プログラム、アジア法整備支援など、特色ある優れた国際開発協力を支援する。

Action 3.3.2 途上国が最も必要としている分野間を連携した国際開発協力
に関するネットワークを形成する。

Action 3.3.3 ＡＣ２１メンバー校や東南アジアの大学との連携を深めるため
に、国際共同研究の実施や技術移転等を全学的な連携のもとに推進する。

Action 3.3.4 国際開発協力に関する研修プログラムの調査をもとに、国内
からの派遣専門家、途上国からの研究員、教職員および学生等に対して研修を
行う。



国際開発研究科

ＪＢＩＣとの協力協定締結（2004年７月）

１．東アジアのインフラ整備（2005年）

外部レビューアーとしてフィリピン派遣

２．ブラジル教育セクター調査（２００５年）

検討委員としてブラジル派遣

Action 3.3.1 特色ある優れた国際開発協力を支援する。

国際協力銀行(JBIC)との海外援助協力事業



医学部・医学系研究科修士課程医学部・医学系研究科修士課程
将来のナショナル・リーダーとして活躍が期待される医療関係将来のナショナル・リーダーとして活躍が期待される医療関係
の若手行政官等（毎年１０名程度）をアジア諸国から招聘するの若手行政官等（毎年１０名程度）をアジア諸国から招聘する

（２００３年より）。医療行政コースを設置し、英語による一年間（２００３年より）。医療行政コースを設置し、英語による一年間
のプログラムを実施する。のプログラムを実施する。

日本に対する理解を深めることを通じて、世界各国の指導者日本に対する理解を深めることを通じて、世界各国の指導者

等の人的・知的ネットワークを創り、日本を含む諸国間の友好等の人的・知的ネットワークを創り、日本を含む諸国間の友好
関係の構築、政策立案機能の構築に寄与する。関係の構築、政策立案機能の構築に寄与する。

Action 3.3.1 特色ある優れた国際開発協力を支援する。

ヤング・リーダーズ・プログラムへの参画



法政国際教育協力研究センター
目的：アジア諸国の法・政治制度研究、法整備支援に関する研
究及び実践の拠点としての機能を果たす。

日本法教育研究センターの運営：ウズベキスタン（2005年開設）、
モンゴル（2006年開設）、ベトナム（2007年開設予定）

ＪＩＣＡプロジェクトへの協力： ウズベキスタン－「法令改善プロジェクト」
「企業活動の発展のための民事法令及び行政法令の改善プロジェクト」

ＪＩＣＡ国別（特設）研修：ウズベキスタン、ラオス、イラン
外国人研究員の受け入れ：ウズベキスタン、ベトナム、

カンボジア
「アジア・アフリカ学術基盤形成事業」：ウズベキスタン、

モンゴル、ベトナム、中国
「ニーズ対応型地域研究推進事業」：ベトナム、カンボジア、

インドネシア等

Action 3.3.1 特色ある優れた国際開発協力を支援する。

アジア法整備支援



農学国際教育協力研究センター

アフリカ人造り拠点(African Institute for Capacity 
Development: AICAD)はケニア、ウガンダ、タンザニア
３ヶ国と日本政府の拠出金によって運営される国際地域活動
拠点。

ＡＩＣＡＤとの学術交流協定を締結（2002年）し、研究者を招
聘し、農学国際教育協力研究センター教員がＪＩＣＡ専門家とし
て派遣される。

ＡＩＣＡＤとのネリカ米普及支援事業における共同研究の実施
（2005年より）

Action 3.3.2 途上国が最も必要としている分野間を連携
した国際開発協力に関するネットワークを形成する。

「アフリカ人造り拠点」との協力



農学国際教育協力研究センター
ＧＩＳ（地理情報システム）による天然資源・農業生産物の管理（集団研修：平成１
３年－１７年）

法政国際教育協力研究センター（及び法学部）
ラオス法整備支援（国別研修：平成１３年－１７年）
イラン法整備支援（国別研修：平成１６年から５年間）

教育発達科学研究科
中等教育開発（国別研修：平成１３年－１７年）

国際開発研究科
開発途上国支援の人材育成事前研修（愛知万博研修：平成１６年）

環境学研究科
地震津波火山観測システムの運用・管理（集団研修：平成１８年）

等。
参考資料１：「過去５年間ＪＩＣＡ研修員受け入れ実績」

Action 3.3.4 国内からの派遣専門家、途上国からの研究員、
教職員および学生に等に対して研修を行う。

国際協力機構（ＪＩＣＡ）の受託研修員の受け入れ



Objective 3.4: 途上国への教育開発・人材開
発援助を行う。

Goal 3: 国際開発協力
Actions （行動）

Action 3.4.1 E-Learning 等による途上国への教育開発援助のため
の教育プログラムおよび相談技法の開発を行う。

Action 3.4.2 国際開発協力に関する講義・演習等を活用して、学内外に
現場経験に基づく知識や考え方を広く伝達する。

Action 3.4.3 途上国の教育・研究機関に対してベンチマーキング情報
およびそれに基づく評価情報の発信を行い、当該機関の教育・研究の改善に
資する。



農学国際教育研究センター（および生命農学研究科）
アジア農科系大学連合(Asian Association of 
Agricultural Colleges and Universities: 
AAACU)と連携し、インターネットを介した大学院教育共通
プログラムを共同開発し、カリキュラムの標準化と単位互換
制度を確立し、実践的大学院教育を実施することを目指す
（2005年-2007年）。

大学院博士前期課程の食糧・農業・環境関連の授業に的を
絞って国際的なオンライン教育コースを作成する（ＡＡＡＣＵ
理事会においても決定）。

Action 3.4.1 E-Learning等による途上国の教育開発援助

のための教育プログラムの開発

アジア農科系大学連合とのE-Learningカリキュラム開発



農学国際教育研究センター

国際的水準に適合するカリキュラム改革

大学教員の再教育システムの構築

国際開発研究科

王立プノンペン大学において国際開発研究科をモデルに

「開発学」の大学院を設立（平成１８年１０月開校）：

学術交流協定に基づく支援

Action 3.4.3 途上国の教育・研究機関に対してベンチマーキン
グ情報およびそれに基づく評価情報の発信を行い、当該機関の
教育・研究に改善する。

カンボジア王立農業大学の教育強化

王立プノンペン大学開発学大学院設立に対する支援
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